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１．特定個人情報保護評価の意義

○ 事前対応による個人のプライバシー等の権利利益の侵害の未然防止

○ 国民・住民の信頼の確保

特定個人情報保護評価の目的

○ 特定個人情報保護評価は、番号制度の枠組みの下での制度上の保護措置の１つであり、
特定個人情報ファイルの適正な取扱いを確保することにより特定個人情報の漏えいその他
の事態の発生を未然に防ぎ、個人のプライバシー等の権利利益を保護することを基本理念
とする。

特定個人情報保護評価の基本理念
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特定個人情報保護評価の内容

○ 特定個人情報保護評価は、諸外国のプライバシー影響評価（ Privacy Impact
Assessment: PIA）に相当するものであり、特定個人情報ファイルを保有しようとする者
又は保有する者が、特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを分析し、そ
のようなリスクを軽減するための措置を講ずること、さらにこのような措置が個人のプラ
イバシー等の権利利益の保護措置として十分であると認められることを自ら宣言するもの。

根拠法令等

○ 番号法 第27条・第28条

○ 特定個人情報保護評価に関する規則（平成26年特定個人情報保護委員会規則第１号）

○ 特定個人情報保護評価指針（平成26年特定個人情報保護委員会告示第４号）



１０

しきい値判断



Ⅰ 関連情報
Ⅱ しきい値判断項目
１．対象人数
評価対象の事務の対象人数は何人か

２．取扱者数
特定個人情報ファイルの取扱者数は５００人以上か
３．重大事故

過去１年以内に、評価実施機関において特定個人情
報に関する重大事故が発生したか

Ⅲ しきい値判断結果
Ⅳ リスク対策
１．提出する特定個人情報保護評価書の種類
２．特定個人情報の入手
（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

３．特定個人情報の使用
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
５．特定個人情報の提供・移転
（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供
を除く。）

６．情報提供ネットワークシステムとの接続
７．特定個人情報の保管・消去
８．監査
９．従業者に対する教育・啓発

１１

記載事項

基礎項目評価




